
資料 ２

歳入合計

平成19年度決算の概要

● 歳入
1 保険料

前年対比0.16％減、6,761千円減の4,179,187千円
徴収率は、0.52％増であるが、調定額も減少したため、収入額は減となる。

2 国庫支出金
前年対比2.54％増、99,520千円増の4,021,579千円
歳出の一般被保険者の保険給付費が延びたため増加した。

3 療養給付費交付金
退職被保険者等の保険給付費（療養給付費・療養費・高額療養費・食事療養費・
移送費等の保険者負担分）と退職被保険者にかかる老人保健医療費拠出金の1/2 
の合計額から退職被保険者等医療給付費分保険料・第三者納付金等を控除した
額が、社会保険診療報酬支払基金から交付される。

前年対比9.13％増、268,340千円増の3,208,446千円
歳出の退職者被保険者の保険給付費が延びたため増加した。

4 県支出金
前年対比3.04％増、17,514千円増の593,943千円

5 共同事業交付金
高額医療費共同事業に併せ、平成18年10月から保険財政共同安定事業が
適用となり、前年対比71.21％増、638,838千円増の1,536,011千円

○ 保険財政共同安定化事業交付金
一般被保険者が、同一月、同一病院で受けた療養にかかるものが、30万円を般被保険者が、同 月、同 病院で受けた療養にかかるものが、30万円を
超えるものの、8万円を超え80万円までの部分の合計額の59％に相当する
額を国保連合会から市町村に交付する。
交付金の財源は、市町村から国保連合会に拠出する保険財政共同安定化事業
拠出金で賄っている。 1,319,025千円

○ 高額医療費共同事業交付金
一般被保険者が、同一月、同一病院で受けた療養にかかるものが、80万円を
超えるものの、当該超える部分の合計額の59％に相当する額を国保連合会か
ら市町村に交付する。
交付金の財源は、市町村から国保連合会に拠出する高額医療費共同事業
拠出金で賄っている。 216,986千円

6 繰入金
地方財政計画において、国民健康保険制度の運営に関し、市町村の一般会計
が国民健康保険事業特別会計に繰出すための経費を計上する基本的な考え方
によるもの。 前年対比1.77％減、17,903千円減の994,586千円

○ 保険基盤安定制度に係る繰出し
 ① 所得が低い方に対する保険料の軽減分について、鳥取県（3/4）、米子市

（1/4）が負担したもの。
② 保険者支援分
国（1/2）、鳥取県（1/4）、米子市(1/4)が負担したもの。

○ 職員給与費等に係る繰出し
職員の人件費、委託料、消耗品費、印刷製本費、手数料、備品購入費など

○ 出産育児一時金に係る繰出し
出産育児一時金の支給基準額（35万円）の2/3に相当する額。

○ 国保財政安定化支援事業に係る繰出し
国民健康保険財政の健全化及び保険料負担の平準化に資するための経費。

7 前年度繰越金
前年対比28.06％増、166,409千円増の759,500千円

8 歳入合計
前年対比8.19％増、1,160,805千円増の15,332,417千円



4 介護納付金
前年対比1.98％減、14,745千円減の730,590千円

5 共同事業拠出金

多くなっている。

6 保健事業費

・

（1,100円）に対する補助を新たに実施した。（平成19年度のみの実施）

7 諸支出金諸支出金

・
支出。

8 歳出合計
前年対比10.37％増、1,390,883千円増の14,802,994千円

● 歳入歳出収支

① 歳入

② 歳出
・ 療養給付費と老人保健拠出金の伸びが大きかった。

● 歳出
1 総務費

前年対比9.05％増、25,785千円増の310,557千円
・ 国民健康保険制度改正による情報センター委託料の増加

2 保険給付費
前年対比4.36％増、390,749千円増の9,360,450千円
・療養給付費の伸びによる。特に退職分が、8％程度の伸びとなった。

3 老人保健拠出金
前年対比8.54％増、210,677千円増の2,677,326千円

高額医療費共同事業に併せ、平成18年10月から保険財政共同安定事業が
適用となり、前年対比82.5％増、705,988千円増の1,561,732千円
共同事業交付金が、1,536,011千円なので、25,721千円拠出金の方が

前年対比14.92％増、10,533千円増の81,150千円
国保加入の70歳以上の方、70歳未満の非課税世帯の方について、基本健診
受診者（900円）と大腸がん検診受診者（400円）、胃がん検診受診者

前年対比322.95％増、61,894千円増の81,059千円
平成18年度分の療養給付費負担金の精算分として償還金77,290千円の

前年対比30.29％減、230,078千円減の529,423千円
歳入の伸び以上に、歳出の伸びがあった。

・ 保険料収入が伸び悩んだ。


